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糸魚川市水道事業経営戦略 
 

団体名 新潟県糸魚川市 

事業名 水道事業 

策定日 平成 31 年３月 

計画期間 平成 31 年度～平成 40 年度 

 

１ 事業概要 

（１）事業の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 給 水 

供用開始年月日 

糸魚川市（合併創設） 

平成 17 年 3月 19 日 
 
※参考 
旧能生町：昭和 5年 ７月 
旧糸魚川市：昭和 28年 ６月 
旧青海町：昭和 26年 12 月 

計画給水人口 43,800 人 

現在給水人口 
（平成 30年３月 31日） 33,569 人 

有収水量密度 0.9 千㎥／ha 

地方公営企業法の適用：全部適用 

 

② 施 設 

 ・水源 ・・・・・・・・・・・・・10 か所（地下水、伏流水） 

 ・浄水場設置数 ・・・・・・・・・１か所 

 ・配水池設置数 ・・・・・・・・・10 か所 

 ・管路延長 ・・・・・・・・・・・359.3ｋｍ 

  ・施設能力（配水能力） ・・・・・43,980 ㎥/日 

 ・施設利用率 ・・・・・・・・・・30.45％ 

 

③ 料金 

平成 17 年３月 19 日に旧糸魚川市、旧能生町、旧青海町が合併し、水道事業も統合して

いますが、料金体系は引き続き旧市町の料金としています。 

糸魚川区域は口径別、能生区域と青海区域は用途別体系です。 

・料金改定年月日(消費税のみの改定は含まない) ： 平成 17 年３月 19 日(合併創設時) 

 ※旧糸魚川市 平成６年４月１日、旧能生町 平成 13年４月１日、旧青海町 平成５年５月１日料金改定 

上水道給水区域図 
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表１ 料金表（平成 30 年４月１日現在） 

【糸魚川区域】 

基本料金(１か月あたり／円) 

メーター
の口径 

13 ㎜ 
(10㎥までの使

用料金を含む) 

20 ㎜ 25 ㎜ 30 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 
100 ㎜ 
以上 

料金 

(税込金額) 
766.8 982.80 1,371.60 1,965.60 3,510.00 5,475.60 13,759.20 21,060.00 

 

従量料金(1㎥あたり／円) 

使用量の段階区分 料金(税込金額) 

0 ㎥から 30㎥まで 
（ただし口径１３mmについては１１㎥から３０㎥まで） 

91.80 

３１㎥から ５０㎥まで 100.44 

５１㎥から１００㎥まで 105.84 

１０１㎥以上 126.36 

 

【能生区域】 

基本料金(１か月あたり／円) 

用途 一般用 
(10㎥までの使用料金を含む) 

営業用 
(10㎥までの使用料金を含む) 

臨時用 
(10㎥までの使用料金を含む) 

料金 
(税込金額) 

1,296.00 1,512.00 3,780.00 

 

一般、営業用超過料金(1㎥あたり／円) 

使用量の段階区分 料金(税込金額) 

11 ㎥から 151.20 

臨時用超過料金(1㎥あたり／円) 

使用量の段階区分 料金(税込金額) 

11 ㎥から 237.60 

 

【青海区域】 

基本料金(１か月あたり／円) 

用途 一般用 
(10㎥までの使用料金を含む) 

浴場営業用 
(300㎥までの使用料金を含む) 

専用水道給水用 
(300㎥までの使用料金を含む) 

料金 
(税込金額) 

788.40 6,156.00 6,156.00 

 

一般用超過料金(1㎥あたり／円) 

使用量の段階区分 料金(税込金額) 

11 ㎥から 78.84 

浴場営業用・専用水道給水用超過料金(1 ㎥あたり／円) 

使用量の段階区分 料金(税込金額) 

301 ㎥から 78.84 
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上水道事業

水道事業
簡易水道事業

ガス水道局 ガス事業

下水道事業

水道事業 ガス事業 簡易水道

1 1
2 1 1

経営係 5 2 2 1
お客さま係 4 2 1 1

ガス水道整備係 5 2 2 1
ガス水道管理係 6 1 4 1
能生ガス水道係 3 2 1

26 11 11 4

係

全体人数
内訳

ガス水道局長
　　　〃　　次長

④ 組織 

                         

○業務体系               ○平成 30 年度 ガス水道部門職員数 

        

     

   

 

 

 

 

○平成 30 年度職員の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガス水道事業全体で、50 歳以上の職員が全体の 42％になっており、技術職員のうち 50

歳以上の職員が、53％を占めています。また、技術職員については、40 歳未満の職員がほ

とんどいないことから、技術の継承についてが課題となっています。 

 

 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 

・平成 17 年３月：糸魚川市、能生町、青海町の１市２町が合併し新糸魚川市となりました。

このことにより事業統合を行い経営の効率化が図られました。 

・平成 21 年３月糸魚川市水道ビジョンの策定 

平成 21 年度～平成 40 年度を計画期間とした経営計画書を策定し、計画的な事業運営を

実施しています。 

・平成 26 年度：旧糸魚川市と旧能生町の配水管をつなぎ、給水の安定化と施設の効率化

を目的とした管網広域化の整備が完了しました。浄水場の稼働率の減など

によりコストの縮小が図られました。 

・糸魚川市定員適正化計画により、人件費の抑制を図りました。 

(平成 17 年度 17 人⇒平成 30年度 11 人 ６人減となっています。) 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析………資料１ 

・添付しました経営分析表のとおりです。 

・分析表における類似団体は次のようになっています。 

  給水人口３万人以上５万人未満 
(平成 29 年度の新潟県内の類似団体は小千谷市、十日町市、村上市、糸魚川市、五泉市、阿賀野市、魚沼市です。) 

20歳～
29歳
7%

30歳～39歳
0%

40歳～49歳
40%

50歳～
53%

うち技術職
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２ 将来の事業環境 
（１）給水人口、水需要、料金収入の見通し 

 人口減少、節水器具の普及や節水意識の高まりにより、年々給水量の減少が見込まれま

す。それに伴い料金収入が減少すると推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 50 年代後半から下水道管整備に併せ管路の整備、更新が図られています。今後布設

してから 40年を経過する管路が平成 40 年前後から増加する見通しです。 
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料金収入

(平成 29年度末現在) 
総延長 359.3km 



5 

（３）組織の見通し 

・平成 30 年度から下水道事業、簡易水道事業の公営企業会計を適用したことから、水道事

業・ガス事業・下水道事業の経営部門の統合などを検討し、経営の効率化を推進します。 

・技術職員の減少による技術の継承が課題であり、今後体制についての検討を行います。 

・近隣市との連携を図りながら、広域的な視野に立った協力体制など検討を進めます。 

 

３ 経営の基本方針 

社会情勢などにより、人口減少に伴う料金収入の減及び施設の更新・耐震化の対応による

費用の増が見込まれることから、経営の効率化・健全化を図り、安全で安定した給水がで

きる環境整備を進めます。 

 

４ 投資・財政計画（収支計画） 

（１）施設の見通し 

投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり………資料２ 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目  標 

安全で安定した水の供給のため、施設の老朽度や利用価値、耐用年数等を

考慮し、将来の水需要を見据え、施設の定期的な修繕と計画的な更新を推

進します。 

 

整 備 項 目 年 度 予定金額（千円） 

水源施設、計装設備更新ほか H31～H38 364,200 

経年管更新 H31～H40 1,323,550 

配水管整備 H31～H40 684,910 

配水池耐震補強、整備ほか H31～H39 288,930 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

目  標 
安定した水道事業経営を継続するため、効率的な運営と経営基盤の強化を

図ります。 

 

料金については、平成 30 年度の料金水準・料金体系をもとに、今後の給水戸数、給水量

を見込み、推計しています。 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【職員給与費に関する事項】 

平成 30 年度人員を確保する見込みで、給与費及び退職手当引当金を推計しています。 

【修繕費に関する事項】 

 年度間で変動はあるものの、平成 27年度～平成 29 年度決算額の平均値で推計しました。 

【その他】 

現状施設で見込まれる、維持管理経費で推計しています。 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

・平成 31 年度策定予定のアセットマネジメントにより、水道施設のあり方を検討し、投資

計画・財政計画に反映する予定です。 

・今後 10 年の間で、純損失（赤字）が見込まれることから、水道料金の改定も検討し、財

政計画を策定します。 

・市の職員適正化計画では、全体で職員数の減少が見込まれることから、水道事業におけ

るサービスの維持向上と事業の継続を目的とした、民間への委託なども含めて検討しま

す。 

 

① 投資について検討状況等 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（PFI・DBOの導入等） 

民間の資金・ノウハウ等の活用について情報

収集に努めます。 

施設・設備の合理化 

施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）、

合理化（スペックダウン）は、平成 31 年度

にアセットマネジメントを策定後、見直しを

します。 

施設・設備の長寿命化等の投資の平準化 

平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、投資を平準化するように見直しをしま

す。 

広  域  化 

地形的な制約もあり、現段階では施設統合な

どの広域化は考えていませんが、近隣市との

情報交換により検討を行います。 

その他の取組 特記すべき事項はありません。 

 

② 財源について検討状況等 

料        金 
平成 36 年度で収益的収支の赤字が見込まれ

ることから、水道料金の改定も検討します。 

企    業    債 

平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、投資の平準化に合わせて見直しをしま

す。 

繰    入    金 繰出基準以外は見込んでいません。 

資産の有効活用等収入増加の取組 特記すべき事項はありません。 

その他の取組 特記すべき事項はありません。 
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③ 投資以外の経費についての検討状況等 

委 託 料 

職員数の減が見込まれることから、サービス

の維持、向上を図ることを目的とし、民間委

託について検討します。 

修 繕 費 
平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、施設の合理化と合わせて検討します。 

動 力 費 
平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、施設の合理化と合わせて検討します。 

職員給与費 
市全体の職員適正化計画を踏まえ、必要な職

員数の確保を検討します。 

その他の取組 

職員数の減、特に技術職員の減による技術の

継承が課題となってきていることから、近隣

市町村と連携を取りながら対応について検

討します。 

 

５ 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

平成 31 年度策定のアセットマネジメントを

反映した、経営戦略を策定します。また、毎

年度検証し財政計画の見直しを行います。 

 



資料１

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

・経営状況は良好であり、健全な経営状態でありま
す。また、現段階では施設の更新も毎年同規模で進
めています。
・1980年代から順次整備した施設が多く、これから
法定耐用年数を迎えることから、老朽化対策や投資
のあり方について今後検討する必要があります。併
せて、人口減少による給水量の減が見込まれること
から、施設の規模についても検討し、計画的に整備
する必要があります。
・今後も、経営戦略の策定を進める中で、経営の効
率化を図り、健全な経営に取り組むとともに、人材
育成、技術継承等の経営基盤の強化に努めます。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

・資産の老朽化を示す①有形固定資産減価償却率
は、法定耐用年数に近づいている資産が年々増加
し、②管路経年比率も増加傾向にあることから、更
新が必要な施設が年々増加しております。
・管路の更新ペースを示す③管路更新率は、配水管
の更新等により改善傾向にありますが、今後のア
セットマネジメントの策定と併せ、計画的な更新に
努めます。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

・糸魚川市の水道事業は、水道料金などの収入で維
持管理費等の経費が賄えているかどうかの判断基準
となる、①経常収支比率は過去５年間100%を超えて
いる状態で、②累積欠損金もなく、支払い能力を示
す③流動比率は100%を超え不良債務もないことか
ら、健全な経営状況にあります。
・企業債残高の規模を示す④企業債残高対給水収益
比率は、過去５年間横ばいで全国平均値を下回り収
益に対する投資規模は適正であると考えています。
・給水の為の費用をどの程度水道料金で賄えている
かを示す指標である⑤料金回収率は、100%を若干超
えている数値であり、料金の設定については適正な
水準にあります。また、⑥給水原価は全国平均を大
幅に下回っています。これは、当市の水道が豊富な
地下水を原水としており、浄水場施設が必要ないこ
とから、料金について原価が抑えられ他団体と比べ
ても、安価な設定となっています。
・水道施設の利用状況や適正規模の判断となる、⑦
施設利用率は、全国平均を下回っており、能力過多
の状況にあります。人口減少などの原因により給水
量が減少し、配水能力と配水量とのかい離が生じて
いる状況にあります。今後の施設、設備の更新にあ
たり、施設の規模や能力について考慮する必要があ
ります。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 82.93 77.43 1,684 33,569 49.66 675.98 【】

746.24 58.53 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 43,678

経営比較分析表（平成29年度決算）
新潟県　糸魚川市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.97 0.74 0.50 0.94 1.03

平均値 0.59 0.60 0.56 0.61 0.51

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 121.67 115.56 112.52 112.28 111.45

平均値 106.89 109.04 109.64 110.95 110.68

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 26.80 38.39 39.83 41.32 42.68

平均値 37.34 44.31 45.75 46.90 47.28

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 2.07 2.39 2.72 2.88 2.53

平均値 8.39 10.09 10.54 12.03 12.19

①経常収支比率(％)

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 7.76 3.77 3.62 3.91 3.56

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 238.71 275.15 282.45 355.63 351.94

平均値 909.68 382.09 371.31 377.63 357.34

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 309.39 301.00 297.27 288.89 272.38

平均値 382.65 385.06 373.09 364.71 373.69

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 114.56 112.70 109.38 107.95 105.97

平均値 96.10 99.07 99.99 100.65 99.87

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 96.54 98.43 101.74 103.64 105.54

平均値 178.39 173.03 171.15 170.19 171.81

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 32.35 31.30 30.75 30.37 30.45

平均値 59.23 58.58 58.53 59.01 60.03

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 90.73 90.82 90.63 89.96 91.19

平均値 85.53 85.23 85.26 85.37 84.81

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.39】 【0.85】 【264.34】 【274.27】

【89.93】【60.41】【165.71】【104.36】

【48.12】 【15.89】 【0.69】



投資・財政計画
資料２－１

(収益的収支) 税抜　（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成29年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）

１． (A) 506,971 492,792 481,262 472,791 467,401 462,473 457,993 453,965 450,397 447,299 444,692 442,597
(1) 498,537 484,143 473,092 464,561 459,171 454,243 449,763 445,735 442,167 439,069 436,462 434,367
(2) (B) 18 29 30 30 30 30 30 30 30 30 30
(3) 8,416 8,649 8,141 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200
２． 132,734 103,076 101,851 104,283 104,438 104,244 103,781 100,685 100,942 101,169 98,997 97,893
(1)

(2) 103,528 102,094 100,764 97,254 97,409 97,215 96,752 93,656 93,913 94,140 91,968 90,864
(3) 29,206 982 1,087 7,029 7,029 7,029 7,029 7,029 7,029 7,029 7,029 7,029

(C) 639,705 595,868 583,113 577,074 571,839 566,717 561,774 554,650 551,339 548,468 543,689 540,490
１． 548,379 551,320 557,788 533,957 534,257 538,810 543,667 548,063 549,542 548,331 539,319 532,581
(1) 79,242 77,755 80,263 80,496 80,246 80,246 80,246 80,236 79,615 79,595 78,223 77,673

36,442 35,077 36,247 36,247 36,247 36,247 36,247 36,247 36,247 36,247 36,247 36,247
12,519 13,226 13,167 13,400 13,150 13,150 13,150 13,140 12,519 12,499 11,127 10,577
30,281 29,452 30,849 30,849 30,849 30,849 30,849 30,849 30,849 30,849 30,849 30,849

(2) 149,019 149,787 152,405 118,500 118,500 118,500 118,500 118,500 119,500 119,500 119,500 119,500
44,557 46,579 44,514 44,557 44,557 44,557 44,557 44,557 44,557 44,557 44,557 44,557
27,885 23,983 23,524 21,417 21,417 21,417 21,417 21,417 21,417 21,417 21,417 21,417
212 518 1,308 785 785 785 785 785 785 785 785 785

76,365 78,707 83,059 51,741 51,741 51,741 51,741 51,741 52,741 52,741 52,741 52,741
(3) 320,118 323,778 325,120 334,961 335,511 340,064 344,921 349,327 350,427 349,236 341,596 335,408
２． 25,593 23,320 22,108 20,843 19,512 18,198 16,918 15,705 14,538 13,368 12,222 11,187
(1) 24,861 23,320 22,023 20,528 19,197 17,883 16,603 15,390 14,223 13,053 11,907 10,872
(2) 732 85 315 315 315 315 315 315 315 315 315

(D) 573,972 574,640 579,896 554,800 553,769 557,008 560,585 563,768 564,080 561,699 551,541 543,768
(E) 65,733 21,228 3,217 22,274 18,070 9,709 1,189 △ 9,118 △ 12,741 △ 13,231 △ 7,852 △ 3,278
(F) 438 3 159 159 159 159 159 159 159 159 159
(G) 90 1,165 510 112 112 112 112 112 112 112 112 112
(H) 348 △ 1,165 △ 507 47 47 47 47 47 47 47 47 47

66,081 20,063 2,710 22,321 18,117 9,756 1,236 △ 9,071 △ 12,694 △ 13,184 △ 7,805 △ 3,231
(I) △ 9,071 △ 21,765 △ 34,949 △ 42,754 △ 45,985
(J) 682,812 662,172 611,675 643,152 639,763 614,965 560,181 467,964 458,062 446,679 365,701 290,020

31,733 16,139 13,457 34,710 34,710 34,710 34,710 34,710 34,710 34,710 34,710 34,710
(K) 194,011 184,824 179,167 143,421 143,179 144,079 144,693 146,747 148,761 145,934 143,871 138,734

87,294 60,874 69,063 88,221 87,979 88,879 89,493 91,547 93,561 90,734 88,671 83,534

97,574 90,421 84,585 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 506,953 492,792 481,233 472,761 467,371 462,443 457,963 453,935 450,367 447,269 444,662 442,567

(N)

(O)

(P) 506,953 492,792 481,233 472,761 467,371 462,443 457,963 453,935 450,367 447,269 444,662 442,567

平成40年度

△ 10.4

平成39年度

△ 9.6

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

他 会 計 補 助 金

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

基 本 給
退 職 給 付 費

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

平成30年度
(決算見込)

支 払 利 息
そ の 他

営 業 費 用

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

経 費

収 入 計

そ の 他 補 助 金

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

材 料 費
そ の 他

△ 4.8

平成37年度 平成38年度

△ 2.0

平成36年度

△ 7.8

う ち 建 設 改 良 費 分

平成32年度 平成35年度
平成31年度
(予 算)

平成33年度 平成34年度

そ の 他

そ の 他

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 損 益

収

益

的

支

出

収

益

的

収

支 営 業 外 費 用

動 力 費
修 繕 費

減 価 償 却 費

料 金 収 入

そ の 他

受 託 工 事 収 益

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

(C)-(D)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （

(A)-(B)

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金

支 出 計

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

）

う ち 未 払 金



投資・財政計画
資料２－２

(資本的収支) 税込　（単位：千円、％）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 44,900 55,000 65,300 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

２．

３．

４． 3,418 8,196 6,000 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 6,000 6,000

５．

６．

７． 127 1

８． 22,290 4,055 8,799 25,800 20,200 14,200 14,200 14,200 14,200 14,200 8,600 8,600

９．

(A) 70,735 67,251 80,100 91,000 85,400 79,400 79,400 79,400 79,400 79,400 74,600 74,600

(B)

(C) 70,735 67,251 80,100 91,000 85,400 79,400 79,400 79,400 79,400 79,400 74,600 74,600

１． 306,788 261,569 299,109 276,210 290,310 320,910 354,110 243,460 293,210 315,210 249,010 224,010

16,129 16,164 18,410 18,410 18,410 18,410 18,410 18,410 18,410 18,410 18,410 18,410

２． 104,632 87,295 88,391 87,596 88,221 87,979 88,880 89,492 91,547 93,561 90,734 88,671

３．

４．

５．

(D) 411,420 348,864 387,500 363,806 378,531 408,889 442,990 332,952 384,757 408,771 339,744 312,681

(E) 340,685 281,613 307,400 272,806 293,131 329,489 363,590 253,552 305,357 329,371 265,144 238,081

１． 226,759 228,252 233,266 237,707 238,102 242,849 248,169 234,566 277,619 255,096 245,144 220,354

２． 94,259 35,503 49,324 14,190 32,329 60,613 86,376 4,229 48,766

３．

４． 19,667 17,858 24,810 20,909 22,700 26,027 29,045 18,986 23,509 25,509 20,000 17,727

(F) 340,685 281,613 307,400 272,806 293,131 329,489 363,590 253,552 305,357 329,371 265,144 238,081

(G)

(H) 1,357,900 1,325,605 1,302,514 1,274,918 1,246,697 1,218,718 1,189,838 1,160,346 1,128,799 1,095,238 1,064,504 1,035,833

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

3,418 8,196 6,000 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 6,000 6,000

3,418 8,196 6,000 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 6,000 6,000

3,658 8,436 6,240 5,440 5,440 5,440 5,440 5,440 5,440 5,440 6,240 6,240

平成
34年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

平成
40年度

平成
39年度

平成
39年度

繰 越 工 事 資 金

企 業 債 償 還 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

平成
37年度

平成
40年度

平成
38年度

平成
31年度
(予 算)

平成
36年度

平成
30年度
(決算見込)

純 計

平成
33年度

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

平成
35年度

う ち 職 員 給 与 費

そ の 他

損 益 勘 定 留 保 資 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債

(A)-(B)

平成
32年度

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

平成
29年度
(決 算)

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

補

塡

財

源

資

本

的

収

支

建 設 改 良 費

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

計

計

そ の 他

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

計

(E)-(F)補 塡 財 源 不 足 額

平成
38年度

平成
33年度

平成
34年度

平成
35年度

平成
36年度

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

平成
29年度
(決 算)

平成
37年度

平成
32年度

平成
31年度
(予 算)

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

平成
30年度
(決算見込)

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

料金収入
千円

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

建設改良費千円

0
200,000
400,000
600,000
800,000

1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

企業債残高
千円

△30,000

△10,000

10,000

30,000

50,000

70,000

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

当年度純利益（又は純損失）千円


